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日本企業の海外リスク情報把握における課題 

～多様な海外リスクに対する現実的な対処について～ 

 

深津嘉成（東京海上日動リスクコンサルティング（株）） 

 

キーワード：日本企業、海外リスク、リスクマネジメント 

 

要約 

人口動態がもたらす国内需要減退などから、多くの日本企業にとり、海外事業の重要性は

今後ますます高まることが間違いないとみられている。多くの企業が海外事業の強化を図

り、近年ではクロスボーダーM&A も増加してきた。 

海外事業規模が拡大すれば当然ながら、海外におけるリスクエクスポージャーが高まる

ため、海外で発生した様々なインシデントがグループ全体を危機的状況に追い込む可能性

が高まり、海外事業におけるリスクマネジメント推進体制の強化が不可欠となる。 

しかしながら日本企業の海外リスクマネジメント、さらに具体的に言えば海外子会社の

リスクマネジメント推進体制の強化は遅々として進んでいないのみならず、今後も急速に

改善が進むことが見通せない状況がみられる。これには様々な背景的要因があり、企業とし

ては、短期的にはこれらの背景的要因を理解した上で、どう現実的な対処を行っていくかを

考えることが求められる。最も根本的な課題は「本社のグローバル化」であり、当面全ての

日本企業が取り組むべき現実的な対処は「海外リスク情報の収集・分析体制の強化」である。 

 

1. 日本企業の海外事業に関する現状 

(1) 日本企業にとっての海外事業の重要性 

日本企業の海外事業規模は、過去 30 年ほ

どにわたって概ね右肩上がりで拡大してき

た。一方、わが国企業の経営環境において

は、世界に先行した人口減少の進展による

国内需要の中長期的減退が不可避であるこ

とから、海外市場開拓の重要性は今後とも

間違いなく増大することが予想される。ま

たコロナ禍や米中貿易戦争による分断の深

刻化は、長い目で見れば特定国・地域に販売

先や生産拠点などを依存することの危険性

を改めて認識させた。今後、日本企業におい

ては、海外進出、海外事業活動がますます重

要な経営課題となるのである。 

 

(2) 海外事業で発生する事件・事故等 

しかしながら、日本企業の海外子会社等

では、不祥事や事件・事故・災害、トラブル

等が依然として頻発している。クロスボー

ダーM&A で買収した海外企業において、不

祥事等により、買収を行った日本企業の経

営が悪影響を受ける事例も多い。 

 

(3) 海外子会社等のリスクマネジメントに

対する要請 

2000 年代以降国内外において、投資家保

護の観点から企業の内部統制システム構築
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やコーポレートガバナンスの強化が法令や

投資基準等を通じて企業に対して厳しく要

請されるようになった。海外事業は国内事

業と比較してリスク・不確実性が高くなる

傾向があり、企業のリスクマネジメントに

おいて、より優先度の高い管理対象である。 

 

2. 海外子会社等のリスクマネジメントの

重要性と課題 

(1) リスクマネジメントにおける必要事項 

リスクマネジメントを実践するプロセス

においてはリスクの特定・分析・評価から構

成される「リスクアセスメント」が重要であ

り、リスクアセスメントを実施するために

は、組織内外のリスク環境に関する情報を、

平時から継続的に収集する社内体制・しく

みが不可欠である。しかしながら多くの日

本企業においては以下に述べる３つの課題

により、海外子会社等のリスクアセスメン

トが十分実践されていない例が散見されて

いる。 

 

(2) 課題１：海外事業に対する経営資源配

分の不足 

日本企業において海外子会社等のリスク

アセスメントが十分に実践されない大きな

要因の一つは、そもそも海外事業管理に対

して十分な経営資源配分がなされていない

ことである。 

 

(3) 課題 2：海外リスクに対する情報収集・

把握コストの増大 

要因の二つめは、日本国内において海外

リスクに対する情報収集の容易さが低下し、

情報収集・把握のコストが増大しているこ

とである。日本経済新聞社のデータベース

サービス「日経テレコン 21」を利用して、

日本における「全国紙」5 紙など計 7 紙に

ついて、企業の海外進出に関わる記事がど

の程度の頻度で取り扱われたかを集計した。

（図表 1）

 

図表 1 全国紙 5 紙等における企業の海外進出関連記事の登場頻度1 

 

出典：日本経済新聞社「日経テレコン 21」 

 
1 日本経済新聞社「日経テレコン 21」にて、1953 年 1 月 1 日～2019 年 12 月 23 日までの期間に発行さ

れた全国紙 5 紙の記事のうち、「企業 海外進出」というキーワード検索（and 検索）にヒットした記事

件数を年ごとに集計したもの。なお各紙によってデータベースへの収録開始時期が異なっている。 
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最近では 2012 年をピークとして、直近の

2019 年まで減少傾向が続いている。過去に

は日本企業による中国、東南アジアへの進

出が盛んに行われたが、2012 年以降、各企

業が自社の海外事業の収益性・持続性を改

めて検証するようになると、日本企業の海

外進出件数は一段落することとなった。 

近年、「若者の内向き志向」が指摘される

ようになり久しいが、統計上でもそのよう

な傾向が確認されるようになってきている。

日本人学生の海外留学は 2004 年をピーク

に減少に転じ、2010 年までに約 3 割減少、

現在も大きくは回復していない。 

さらに就業者の中でも若手層ほど、海外

赴任を敬遠する傾向が如実に表れている。 

加えて、「出国率」を海外各国・地域と比

較すると日本は低い水準にあり、そもそも

私たち日本人は平均的にみて、海外に対す

る関心が相対的に低いことがうかがえる。 

さらに多くの企業が海外事業を積極的に

展開しているが、グローバル企業と呼ばれ

る企業においても海外事業に携わる従業員

は全体の一部であり、多くの従業員は海外

事業に関心を持っていない、ということが

良くある。海外勤務者数が多い日本企業上

位 20 社の海外勤務者数、従業員数を比較す

ると、従業員数に対して海外勤務者数が占

める割合は、20 社平均ではわずか 3.26%で

ある。 

 

(4) 課題 3：「経営のグローバル化」の遅れ 

経営のグローバル化、本社の国際化は、多

くの企業が必要性を認識し、先進企業では

取り組みが相当程度進んでいるものの、実

際に多くの日本企業において導入に至るま

でにはまだ長い時間を要することが予想さ

れる。 

 

3. 海外リスクに関する情報収集・把握の

重要性 

(1) 日本企業の海外リスクマネジメント高

度化に向けて 

日本企業に対する提言としては、まず自

社の経営課題における海外事業の優先順位

を改めて検証・再評価し、不足が認められる

ようであれば、経営資源配分を是正し、「経

営のグローバル化」のための施策実施を加

速することが求められる。 

 

(2) 海外リスクに関する情報収集・把握の

重要性 

海外事業の優先順位に関わらず海外進出

企業が取り組むべき事項は、海外リスクに

関する情報収集・把握に関する仕組み・体制

を整備し、維持していくことである。これら

の情報を本社が意識的に一定のコストを掛

けて収集・分析し、関連する海外子会社等へ

提供することで、海外子会社等のリスクマ

ネジメントを本社が支援すべきである。 

また本社が経営管理を行うためには自ら

現地のリスクを子会社に頼らずに把握する

必要がある。現地情報把握の全てを現地に

依存しているような本社では、その問題点

に気付くことなどできるわけがないからで

ある。 
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